（参考様式１２）

井原市介護予防・日常生活支援総合事業における指定事業者の指定等に関する要綱

第５条第２号の規定に係る誓約書　
　　　年　　　月　　　日

井　原　市　長　様

所在地
申請者

名　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者住所

申請者及び役員等は、現在または将来にわたって、井原市暴力団排除条例（平成２３年井原市条例第２３号）第２条第１号に規定する暴力団、または同条第３号で規定する暴力団員等でないことを誓約します。
なお、役員等が暴力団員等の疑いがある場合は、井原市が関係機関に照会することを承諾し、本誓約書に虚偽が発覚した場合には、催告なしに井原市介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業者指定が取り消されても一切異議を申し立てません。また、賠償等を求めないとともに、これにより損害が生じた場合にも、一切当団体の責任とすることを誓約します。

井原市暴力団排除条例（平成２３年井原市条例第２３号）【抜粋】
(定義)

第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1)　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号。以下「法」という。)第2条第2号に規定する暴力団をいう。

(2)　暴力団員　法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。

(3)　暴力団員等　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者をいう。

(4)　市民等　市内に住所を有する者及び市内に勤務し、若しくは在学し、又は滞在する者並びに事業者をいう。

(5)　関係団体　法第32条の2第1項の規定により公安委員会から暴力追放運動推進センターとして指定を受けた者その他の暴力団の排除に関する活動を行う団体をいう。

